
○豊後大野市成年後見制度利用支援事業実施要綱

令和5年1月10日

告示第7号

豊後大野市成年後見制度利用支援事業実施要綱（平成17年豊後大野市告示第96号）の全

部を改正する。
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第１章 総則

（目的）

第１条 この告示は、成年後見制度の利用に要する費用の助成について必要な事項を定め

るとともに、民法（明治29年法律第89号）第7条、第11条、第13条第2項、第15条第1項、

第17条第1項、第876条の4第1項又は第876条の9第1項に規定する審判（以下「審判」と

いう。）の請求を行うことが困難な者に代わって、老人福祉法（昭和38年法律第133号）

第32条、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第28条又は精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第51条の11の2の規定により市長が審判の請

求をする手続（以下「市長申立て」という。）及びその費用の負担について必要な事項

を定め、もって判断能力が十分でない認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者（以下

「要支援者」という。）の福祉の増進を図ることを目的とする。

第２章 成年後見制度の利用に要する費用の助成

（助成対象者）

第２条 成年後見制度の利用に要する費用の助成の対象者（以下「助成対象者」という。）

は、本人、配偶者若しくは4親等内の親族（以下「親族」という。）の請求又は市長申立

てに基づいて行われた家庭裁判所の審判によって、成年被後見人、被保佐人又は被補助

人（以下「成年被後見人等」という。）となった者（他の市区町村長の申立てにより成

年被後見人等となった者を除く。）のうち、次の各号のいずれかに該当し、別表第1に掲

げる要件を総合的に考慮し、決定するものとする。

(1) 本市に居住し、かつ、本市の住民基本台帳に登録されている者。ただし、次に掲げ

る者を除く。



ア 介護保険法（平成9年法律第123号）第13条の規定に基づく本市以外の市町村の住

所地特例対象被保険者

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第

123号）第19条の規定に基づき、本市以外の市町村が介護給付費等の支給決定を行っ

ている者

ウ 生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条の規定に基づき、本市以外の市町村

が保護を決定し、実施している者

(2) 介護保険法第13条の規定に基づく本市の住所地特例対象被保険者

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第19条の規定に基

づき、本市の介護給付費等の支給決定を行っている者

(4) 生活保護法第19条の規定に基づき本市が保護を決定し、実施している者

(5) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要であると認めた者

（助成対象費用）

第３条 助成対象費用は、審判の申立てに要する費用及び成年後見人、保佐人、補助人（こ

れらの者が成年被後見人等の配偶者又は4親等内の親族である場合を除く。以下「成年後

見人等」という。）に対する報酬の支払に要する費用の全部又は一部とする。

（助成額等）

第４条 審判申立て費用の助成額は、別表第2の左欄に係る費用の実費とし、右欄の額を上

限とする。

２ 成年後見人等に対する報酬の上限は、家事事件手続法（平成23年法律第52号）第39条

並びに別表第1の13の項、31の項及び50の項の規定による報酬付与の審判（以下「報酬

付与審判」という。）によって決定された報酬の1月当たりの額であって、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。ただし、同一の月に施設入所期間とその

他の期間があるときは、それぞれの期間の日数に応じて算定した額（その額に1円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。

(1) 施設に入所している者である場合の上限額月額 18,000円

(2) 前号以外の者である場合の上限額月額 28,000円

３ 前項第1号に規定する施設は、次に掲げるものとする。

(1) 生活保護法第38条第1項各号に掲げる保護施設

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第11項に規定

する障害者支援施設

(3) 老人福祉法第5条の3に規定する老人福祉施設

(4) 介護保険法第8条第25項に規定する介護保険施設



(5) 医療法（昭和23年法律第205号）第1条の2第2項に規定する医療提供施設（3月を超

えて入院している場合に限る。）

(6) 前各号に類似する施設であって市長が認める施設

（利用の申請）

第５条 成年後見制度の利用に要する費用の助成を利用しようとする助成対象者又はその

成年後見人等（以下「申請者」という。）は、豊後大野市成年後見制度利用支援事業利

用申請書（様式第1号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

(1) 助成対象者の住民票

(2) 助成対象者が生活保護受給者である場合は、その証明書

(3) 助成対象者を含む世帯全員の預貯金残高が確認できる書類（預貯金通帳の写し又は

金融機関の取引明細書その他市長が認めるものをいう。）

(4) 助成対象者を含む世帯全員の所得額及び住民税の課税額が分かる書類

(5) 申請者の本人確認ができる公的証明書

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（利用の決定）

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助成対象と

することの適否を決定し、豊後大野市成年後見制度利用支援事業利用決定通知書（様式

第2号）により申請者に通知するものとする。

（助成金の申請）

第７条 前条の規定による決定通知を受けた者が審判申立て費用の助成を受けようとする

ときは、豊後大野市成年後見制度利用支援事業助成金交付申請書（審判申立て費用分・

成年後見人等報酬分）（様式第3号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。

(1) 家庭裁判所に提出した後見・保佐・補助開始申立書の写し

(2) 審判申立てに要した費用が分かるものの写し

(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 前条の規定による決定通知を受けた者が成年後見人等報酬の助成を受けようとすると

きは、豊後大野市成年後見制度利用支援事業助成金交付申請書（審判申立て費用分・成

年後見人等報酬分）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

(1) 家庭裁判所に提出した本人の後見等事務報告書及び財産目録の写し

(2) 報酬付与審判書の写し

(3) 成年後見等開始審判書の写し



(4) 登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成11年法律第152号）第10条第1項に

規定する登記事項証明書をいう。）の写し

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

３ 前項の規定にかかわらず、2回目以降の助成金の申請に当たっては、前項第3号及び第

4号に掲げる書類は不要とする

４ 第1項の規定による助成金の申請は家庭裁判所に審判の申立てに係る書類を提出した

日から、第2項の規定による助成金の申請は報酬付与審判がされた日の翌日から起算して、

それぞれ180日以内にしなければならない。ただし、やむを得ない理由があると市長が認

める場合は、この限りでない。

（助成の決定等）

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助成金の額

を決定したときは、豊後大野市成年後見制度利用支援事業助成金交付決定通知書（様式

第4号）により申請者に通知するものとする。

（助成金の請求）

第９条 前条の決定通知を受けた申請者が助成金の請求をするときは、豊後大野市成年後

見制度利用支援事業助成金交付請求書（審判申立て費用分・成年後見人等報酬分）（様

式第5号）により、市長に請求しなければならない。

２ 助成金振込口座は、成年被後見人等の本人名義の口座又は成年後見人等の管理下に置

かれたことが明示された口座とする。

（報告義務）

第１０条 申請者は、成年被後見人等の資産状況又は成年後見人等報酬に係る状況に変更

が生じたときは、成年被後見人等資産状況等変更報告書（様式第6号）により市長に報告

するものとする。

（助成対象の決定の取消し）

第１１条 市長は、助成対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、第6条の規定によ

る決定を取り消すことができる。

(1) 助成対象者に該当しないと認められたとき。

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が決定を取り消す必要があると認めたとき。

（成年被後見人死亡後の成年後見人等報酬助成）

第１２条 成年被後見人が死亡した後の成年後見人等報酬助成については、本人の遺留資

産で不足する金額に限り、成年後見人等であった者が第9条の請求を行うことができる。

（返還）



第１３条 市長は、偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けた者に対し、助成金

の全部又は一部を返還させることができる。

第３章 市長申立て

（市長申立ての対象者）

第１４条 市長申立ての対象者（以下「申立対象者」という。）は、市内に住所を有する

要支援者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、介護保険法その他の

法令により他市町村が援護の実施者の場合は、本市及び関係自治体と協議のうえ決定す

るものとする。

(1) 2親等内の親族がいない者

(2) 2親等内の親族が戸籍上確認できるが、音信不通の状態にある者

(3) 2親等内の親族があっても、当該親族による成年後見等に係る審判申立てを拒否さ

れている者

(4) 2親等内の親族があっても、当該親族による申立対象者への虐待その他の権利侵害

の事実があること又はそのおそれがある者

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する要支援者が前項各号のいず

れかに該当する者は、申立対象者とすることができる。

(1) 介護保険法第13条の規定に基づく本市の住所地特例対象被保険者

(2) 生活保護法第19条の規定に基づき本市が保護を決定し、実施している者

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第19条の規定に基

づき、本市の介護給付等の支給決定を行っている者

(4) 前各号に掲げる者のほか、市長申立てをする必要があると市長が認める者

（調査及び決定）

第１５条 市長は、市長申立てに当たり、次に掲げる事項を調査し、申立ての適否及び申

し立てようとする審判の種類を決定するものとする。

(1) 申立対象者の事理を弁識する能力

(2) 申立対象者の生活状況及び健康状況

(3) 申立対象者の親族の存否、当該親族による申立対象者の保護の可能性及び当該親族

が審判の請求を行う意思の有無

(4) 市又は関係機関等が行う各種施策及びサービスの活用による申立対象者に対する

支援策の効果

（申立ての手続）

第１６条 市長申立てに係る申立書、添付書類、予納すべき費用等の手続は、申立対象者

に係る審判を管轄する家庭裁判所の定めるところによる。



（費用の負担）

第１７条 市長は、家事事件手続法第28条第1項の規定により、市長申立てに係る費用を

負担する。

（費用の求償）

第１８条 市長は、前条の規定により負担した費用について、家事事件手続法第28条第2

項及び第29条第1項の規定に基づき、家庭裁判所に申立対象者の負担とする旨の裁判を求

める申立てを行うものとする。ただし、申立対象者が別表第1に該当する場合は、この限

りでない。

２ 市長は、市長申立てに要した費用を申立対象者の負担とする旨の家庭裁判所の審判が

あったときは、成年後見人等を通じ、申立対象者に対して当該費用の全部又は一部を求

償するものとする。

第４章 雑則

（審査会の設置等）

第１９条 この要綱による事業の利用の適否を審査するため、豊後大野市成年後見制度利

用審査会（以下「審査会」という。）を設置する。

２ 審査会の委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。

社会福祉課長

高齢者福祉課長

市民生活課長

３ 審査会に会長を置き、社会福祉課長の職にある者をもって充てる。

４ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。

５ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、高齢者福祉課長の職にある者がそ

の職務を代理する。

（審査会の会議等）

第２０条 審査会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要に応じて招集し、その

議長となる。

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

３ 審査会は、特に必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その

説明又は意見を聴くことができる。

４ 審査に当たっては、必要に応じて、医療、保健、福祉、法律等について専門的な知識

を有する者の助言を受けることができる。

（庶務）



第２１条 審査会の庶務は、認知症高齢者に係る事案の場合は高齢者福祉課、知的障害者

及び精神障害者に係る事案の場合は社会福祉課において処理する。

（その他）

第２２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、公示の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の豊後大野市成年後見制度利用支援事業実施要綱の規定は、この告示の施行の

日以後の申請に係るものから適用し、同日前に受理した申請については、なお従前の例

による。

別表第１（第2条、第18条関係）

備考

資産の有無を判定する基準は、動産及び不動産は、生活保護の受給の可否を判断する

際の基準の例による。

別表第２（第4条関係）

資産要件 次のいずれにも該当する者であること。

(1) 申請時において賦課決定している最新の年度の住民税が世帯全員非

課税である者

(2) 本人を含む世帯全員の預貯金等の額が、単身世帯の場合は50万円以

下、単身世帯以外の場合は100万円以下である者

(3) 居住する家屋以外に、資金化して報酬の支払に充てることができる本

人の適当な資産がない者

費用の種類 助成額の上限

申立てに係る収入印紙 費用の実費

通信用郵便切手 費用の実費

鑑定料 100,000円

戸籍謄本、住民票、成年後見人等の登記がされていないことの証明書

の取得に係る手数料、不動産登記事項証明書、固定資産税評価額証明

書

費用の実費

診断書料 費用の実費
















